
令和４年度 第１回 

福岡市社会教育委員会議  次第  
 

 

                 

日時 令和４年５月２６日（木）午前１０時～ 

                       場所 福岡市役所議会棟７階 第１・２応接室（公開場所） 

 

１ 開 会 

 

２ 教育次長挨拶 

 

３ 委員の紹介 

 

４ 議 題  

（１）令和４年度社会教育関係団体補助金について 

 

５ 報 告  

（１）社会教育関係職員研修（基礎研修）の実施状況等 

  （２）令和４年度指定都市社会教育委員連絡協議会（開催予定） 

（３）分科会の経過報告 

（４）その他 

      

６ 閉 会 

 

 

【配付資料】 

委員名簿 

議題資料  令和４年度社会教育関係団体補助金について 

報告資料 （１）社会教育関係職員研修（基礎研修）の実施状況等 

     （２）令和４年度指定都市社会教育委員連絡協議会（開催予定） 

（３）分科会の経過報告 

 



任期：令和2年9月1日～令和4年8月31日

委嘱区分

浦　美保子 福岡市立姪浜小学校　校長

増田　瑞穂 福岡市立和白中学校　校長

石内　絵衣子 福岡市七区男女共同参画協議会　代表

川添　浩美 福岡市ＰＴＡ協議会　副会長

木内　潤子 公益社団法人福岡市老人クラブ連合会　副会長

萩尾　憲子 前福岡市公民館館長会　副会長

宮浦　寛 部落解放同盟福岡市協議会　財務委員長

山本　啓湖 福岡文化連盟会員

安武　壽子 福岡市スポーツ推進審議会　副会長

上村　篤子
福岡市学校図書館よみきかせボランティアネット
ワーク　代表

下山　いわ子 福岡市手をつなぐ育成会保護者会　会長

馬場　郁子 不登校サポートネット　理事

重永　侑紀
特定非営利活動法人
子どもＮＰＯセンター福岡　代表理事

伊藤　嘉人 福岡市議会　議員

楠　正信 福岡市議会　議員

古市　勝也 九州共立大学　名誉教授

圓入　智仁 中村学園大学教育学部　准教授

添田　祥史 福岡大学人文学部　准教授

植上　一希 福岡大学人文学部　教授

橋爪　秀三
福岡大学　非常勤講師
元教育委員会理事

家庭教育
関係者

学識
経験者

福岡市社会教育委員名簿

氏名 役　　　職　　　名

学校教育
関係者

社会教育
関係者



令和４年度 第１回 
福岡市社会教育委員会議 

 
                 

 
 
 
 

 

資 料 
 

 
◯ 議題資料  令和４年度社会教育関係団体補助金について 

（参考資料 令和３年度補助金一覧） 
 
◯ 報告資料  （１）社会教育関係職員研修（基礎研修）の実施状況等 

（２）令和４年度指定都市社会教育委員連絡協議会（開催予定） 
（３）分科会の経過報告 
 

 
 



議題 

令和４年度社会教育関係団体補助金について 

 

１ 議題の理由 

社会教育法第 13 条の規定により、社会教育関係団体への補助金の交付に当たっては、同 

団体に対する地方公共団体の干渉などを防ぐために、あらかじめ地方公共団体においては教 
育委員会が社会教育委員の会議の意見を聴く必要があることによる。 

 
社会教育法（抄） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 補助金交付の手続き 

社会教育団体の事業計画に基づく補助申請について、補助金交付要綱の規定により審査し 

て交付決定をしている。 

 
 
３ 補助金名称 

（１）福岡市ＰＴＡ協議会事業補助金       （ ２～ ９ページ） 

（２）福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会事業補助金  （１０～１５ページ） 

（３）人権啓発地域推進事業補助金       （１６～２９ページ） 

 

議題資料 

（審議会等への諮問） 

第十三条 国又は地方公共団体が社会教育関係団体に対し補助金を交付しようとする場合

には、あらかじめ国にあつては文部科学大臣が審議会等（略）で政令で定めるものの、

地方公共団体にあつては教育委員会が社会教育委員の会議（社会教育委員が置かれてい

ない場合には、条例で定めるところにより社会教育に係る補助金の交付に関する事項を

調査審議する審議会その他の合議制の機関）の意見を聴いて行わなければならない。 
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補助金名 福岡市ＰＴＡ協議会事業補助金

団 体 名 福岡市ＰＴＡ協議会

団体の概要
市内小・中・特別支援学校ＰＴＡ220団体を統轄する団体。
児童生徒の健全育成を目的とする。

会員数等
（概 数）

約 120,000人

役員の構成 保護者の代表（９人）、校長会代表（３人）

令和４年度予算額 1,500千円

(令和３年度予算額) （1,500千円）

対象事業

・ＰＴＡ活動に関する研修・学習事業
・ＰＴＡ活動に関する調査研究事業
・ＰＴＡ活動の啓発・普及・奨励を目的とした広報事業
・各種研究大会参加事業

補助の内容

・単位ＰＴＡ役員、会員を参加対象とした研修会開催経費
　　特別支援教育啓発研修会
　　ＰＴＡ啓発研修大会
　　会長担当副会長合同研修会
・広報紙「ふよう」の発行経費（年３回）
・市ＰＴＡ協議会ホームページによる広報、啓発経費

担 当 課 教育委員会人権・同和教育課
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福岡市ＰＴＡ協議会補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、福岡市ＰＴＡ協議会に対して補助を行うことにより、福岡市ＰＴＡ

協議会の効果的な活動の推進を図り、福岡市立小・中・特別支援学校の児童生徒の健全

育成とＰＴＡの生涯学習活動の充実に寄与することを目的とする。 

（対象要件） 

第２条 補助金の交付を受けるためには、次に掲げる要件に該当しなければならない。 

（１）本市の市税を滞納していないこと

（補助対象事業） 

第３条 この要綱において、補助対象事業とは、福岡市ＰＴＡ協議会が実施する次の各号

に掲げる事業（以下、「補助事業」という。）をいう。 

（１）ＰＴＡ活動に関する研修・学習事業

（２）ＰＴＡ活動に関する調査研究事業

（３）ＰＴＡ活動の啓発・普及・奨励を目的とした広報事業

（４）各種研究大会参加事業

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。 

（１）報償費        事業実施に必要な指導者への謝礼等 

（２）旅費         事業実施に必要な旅費等 

（３）印刷消耗品費     事業実施に要する印刷消耗品費 

（４）役務費        事業実施に要する通信運搬費、手数料及び保険料 

（５）委託料        事業実施に要する委託料 

（６）使用料及び賃借料   事業実施に要する会場・用具等借り上げ料 

（７）負担金        事業実施に必要な参加者負担金等 

（８）研修費        事業実施に必要な研修費 

（９）会議費        事業実施に必要な会議費 

（補助金の交付申請） 

第５条 福岡市ＰＴＡ協議会は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請

書に次の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）事業計画書

（２）収支計画書

（３）団体規約・役員名簿

（４）市税の滞納がないことの証明書（申請日前 30 日以内に交付を受けたものに限る） 

（５）その他市長が必要と認める書類

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助事業の実施に伴う経費を上限とし、予算の範囲内で定める。 
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（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、第５条に規定する申請書の提出を受理したときは、その内容を審査し、

補助することが適当であると認めるときは、事業補助金交付決定通知書を福岡市ＰＴＡ

協議会に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第８条 市長は、福岡市ＰＴＡ協議会の請求に基づき、補助金を交付する。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付を受けた福岡市ＰＴＡ協議会は、補助事業が完了したときは、事業

実績報告書に次の書類を添付して市長に報告しなければならない。 

（１）収支計算書

（２）補助事業の経過または成果を証する書類

（３）その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定） 

第 10 条 市長は、補助事業の実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事業の

成果が補助金の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、福岡市ＰＴＡ協議会に通知するものとする。 

（補助金の取消及び返還） 

第 11 条 市長は、補助金の交付を受けた福岡市ＰＴＡ協議会が補助金の他の用途への使用

をし、その他補助事業に関して補助金の交付の内容またはこれに付した条件その他法令

等に基づく市長の処分または命令に違反したときは、交付決定の全部若しくは一部を取

消し、または既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（暴力団の排除） 

第 12 条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。次項において「暴

排条例」という。）第６条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとす

る。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の

各号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交

付しないものとする。 

（１） 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員

（２） 法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの

（３） 暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの

３ 市長は、補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は

補助事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者（法人であるときは、その役員）の氏

名（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提供を求めることができ

る。 

ー4ー



（規則との関係） 

第 13 条 補助金の交付については、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金交付規則

（昭和 44 年規則第 35 号）に定めるところによる。 

（その他） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、教育長が定める。 

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 17 年 11 月 22 日から施行する。 

この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期 限） 

この要綱は、平成 33 年３月 31 日まで有効とする。 

 この要綱は、令和７年３月 31 日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続については、

その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断する。 
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別紙 1 福岡市ＰＴＡ協議会

事業
区分

事業名称 事業目的 開催時期/会場等 事業内容

令和4年11月21日

福岡市民会館
大ホール

令和4年12月1日

福岡市民会館
大ホール

令和4年6月18日

来場とオンライン参
加を併用したハイブ
リッド型の講演会

西鉄イン福岡
大ホール

ホームページの運営

ＰＴＡ協議会の組織、活動
の状況をタイムリーに広く
発信してＰＴＡ活動の幅広
い理解と共感を図る。

随時更新
ホームページを開設し内容
の充実随時更新を進める。

広報委員会
会員に対し、本協議会の活
動状況や情報を提供する。

会議：月2回程度
取材：随時

取材活動を積極的に行い、
広報紙「ふよう」を年３回
発行する。

広
報
事
業

広報紙「ふよう」
等の発行

ＰＴＡ会員に情報を提供
し、ＰＴＡ活動の活性化を
図る。

139号 7月発行，
140号 12月発行，
141号 3月発刊
理事会だより各月発
行

広報委員会を中心に市ＰＴ
Ａ協議会活動に即した企
画・取材編集活動を行い、
広報紙を発行する。

令和4年度　補助対象となる事業計画書（案）

研
修
事
業

特別支援教育
啓発研修会

特別支援教育への理解を深
めるとともに、特別支援学
校ＰＴＡと小・中学校ＰＴ
Ａとの相互理解と交流を図
る。

各単位ＰＴＡ会員等を対象
とし、外部講師を招聘した
講演等。
(運営主管は特別支援学校Ｐ
ＴＡ連合会)

ＰＴＡ啓発研修大
会

生涯学習の視点に立った研
修活動を推進し、会員の資
質向上に努める。

各単位ＰＴＡ役員等を対象
とし、外部講師を招聘した
講演等。

会長・担当副会長合同研修会

全市のＰＴＡ会長・担当副
会長が一堂に会し、喫緊の
課題についての学習や交流
を深める。

各単位ＰＴＡ会長・担当副
会長を対象に外部講師を招
聘した講演、交流。

福岡市ＰＴＡ協議会定期総会諮問案
※令和4年５月26日定期総会開催予定
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別紙 2 福岡市ＰＴＡ協議会

収入 （単位：円）

金　額

福岡市補助金 1,500,000

福岡市ＰＴＡ協議会資金 3,485,000

4,985,000

支出

区分 事業名称 金　額 備　考

講師謝金 250,000

会場費 250,000

諸経費 250,000

講師謝金 400,000

会場費 400,000

交通費 50,000

印消費 100,000

諸経費 50,000

講師謝金 400,000

会場費 300,000

交通費 80,000

印消費 10,000

諸経費 10,000

印刷費 1,675,000

委託費 325,000

活動費 85,000

交通費 200,000

諸経費 150,000

4,985,000計

広
報
事
業

広報紙「ふよう」
理事会だよりの発行 1,675,000

ふようは会員配布　年３
回発行
理事会だよりは各単位Ｐ
ＴＡに配布　毎月発行

ホームページ
の運営 325,000

ホームページ管理
300千円 (25千円×12月)
年間管理費  25千円

広報委員会 435,000

内    訳

研
修
事
業

特別支援教育啓発研修会 750,000

ＰＴＡ啓発研修大会 1,000,000

会長・担当副会長合
同研修会 800,000

計

令和4年度　補助対象事業 収支計画書（案）

項　　目 備　　考

単位ＰＴＡからの会費収入の一部

※令和4年５月26日定期総会開催予定
福岡市ＰＴＡ協議会定期総会諮問案
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別紙 1

事業
区分

事業名称 事業目的 開催時期/会場等 テーマ・講師等 事業内容

特別支援教育啓発
研修会

特別支援教育への理解
を深めるとともに、特
別支援学校ＰＴＡと
小・中学校ＰＴＡとの
相互理解と交流を図
る。

開催方法：
オンデマンド配信
配信日：
令和3年12月1日～12月8
日
収録会場：
福岡市教育センター
会場設営業者：
株式会社新協社
視聴回数：774回

演題：「疑似体験をとおして
知ろう」～知的障がい・発達
障がいのある人たちとのかか
わり方～
講師：下山いわ子氏（福岡市
手をつなぐ育成会保護者会会
長）

各単位ＰＴＡ会員等
を対象とし、外部講
師を招聘した講演
等。（運営主管は特
別支援学校ＰＴＡ連
合会）

ＰＴＡ啓発研修大会

生涯学習の視点に立っ
た研修活動を推進し、
会員の資質向上に努め
る。

開催方法：
ハイブリット形式（会場
参加およびライブ配信）
開催日：
令和3年12月9日
会場：
福岡市民会館
会場設営業者：
株式会社新協社

入場者数：174名
視聴者数：208回

演題：「子どもとの付き合い
方に活かせるモチベーション
管理」～チーム監督の立場か
ら～

講師：秋山幸二氏（元ソフト
バンクホークス監督）
ナビゲーター：鬼橋美智子氏

各単位ＰＴＡ役員等
を対象とし、外部講
師を招聘したオンラ
イン講演等。

会長・担当副会長
合同研修会

全市のＰＴＡ会長が一
堂に会し、喫緊の課題
についての学習や交流
を深める。

開催方法：
オンデマンド配信
配信日：
令和4年2月14日～3月31
日
収録会場：
レンタルルーム（高宮Ｒ
ＯＯＴＳ）
会場設営業者：
マーニクリエイティブ
エージェンシー
視聴回数：189回

演題：「リーダーに求められ
るコミュニケーション力と
は」

講師：安東優介氏（株式会社
フェニックス代表取締役）・
入江正剛氏（福岡大学教授）

各単位ＰＴＡ会長・
担当副会長を対象に
外部講師を招聘した
オンライン講演。

ホームページの運営

ＰＴＡ協議会の組織、活
動の状況をタイムリーに
広く発信してＰＴＡ活動
の幅広い理解と共感を図
る。

随時更新
ホームページを開設し内
容の充実随時更新を進め
る。

広報委員会
会員に対し、本協議会の
活動状況や情報を提供す
る。

会議：月2回程度
（対面とオンライン併
用）
取材：メールなどでの
取材や写真データ収集

メールなどによる情報や
写真データの収集を行
い、広報紙「ふよう」を
年2回発行する。

令和3年度　補助対象となる事業報告書 福岡市ＰＴＡ協議会

研
修
事
業

広報委員会を中心に市Ｐ
ＴＡ協議会活動に即した
企画・取材編集活動を行
い、広報紙を発行する。

広
報
事
業

広報紙「ふよう」等
の発行

ＰＴＡ会員に情報を提
供し、ＰＴＡ活動の活
性化を図る。

「ふよう」
137号（8ｐ）7月
138号（4ｐ） 2月
各号12.5万部発行
「理事会だより」各月発
行（ホームページに掲
載）
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別紙 2

(単位:円)

区分

監査

諸経費 250,000 諸経費 23,118

研
修
事
業

講師謝金 30,000

会場費 250,000 会場費 373,024

印消費 10,000 印消費 0

諸経費 10,000 諸経費 28,711

300,000 会場費 335,940

交通費 80,000

補助対象経費
（諸経費、活動費は補助対
象外）

3,525,877

　令和3年度福岡市ＰＴＡ協議会事業補助金の決算については，証拠書類と照合の結果，正しいものと認め
ます。

令和4年3月31日

特別支援教
育啓発研修
大会

750,000

講師謝金 250,000

426,142

99,000

諸経費 150,000 諸経費 20,000

計 4,685,000
補助対象経費
（諸経費、活動費は補助対
象外）

4,140,000 3,775,636

204,000

活動費 85,000

交通費 交通費

印刷費 1,277,705

ホームペー
ジの運営

325,000 委託費 325,000 325,000 委託費 325,000
広
報
事
業

広報紙「ふよ
う」等の発行 1,675,000 印刷費 1,675,000 1,277,705

広報委員会 435,000

活動費 85,000

200,000

交通費 3,000

諸経費 92,930

会長担当副
会長合同研
修会

500,000

講師謝金 100,000

447,651

講師謝金 80,000

会場費

ＰＴＡ啓発
研修大会

1,000,000 交通費 33,000

印消費 100,000 印消費 77,000

講師謝金 495,000

会場費 400,000 会場費 397,208

講師謝金 400,000

1,095,138交通費 50,000

諸経費 50,000

項目 支出 支出

事業名称 金額 内訳 金額 内訳

ＰＴＡ協議会資金 3,185,000 2,275,636

計 4,685,000 3,775,636

備考

福岡市補助金 1,500,000 1,500,000

令和3年度　補助事業収支決算書

予算 決算

項目
収入 収入

金額 備考 金額
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補助金名 福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会事業補助金

団 体 名 福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会

団体の概要
　　　　　市立４高等学校ＰＴＡが組織する団体。
　　　　　生徒の健全育成を目的とする。

会員数等
（概 数）

約3,600人

役員の構成
　各学校のＰＴＡ会長及び校長
　（会計及び会計監査は事務長）

令和４年度予算額 100千円

(令和３年度予算額)
（100千円）

※新型コロナウイルス感染症の影響により、補助対象事業の
実施が見込めなかったため、補助金申請がなかったもの。

対象事業 ＰＴＡ研修大会等参加経費に対する補助

補助の内容

・九州地区高等学校ＰＴＡ連合会大会参加
・福岡県公立高等学校ＰＴＡ指導者研修会参加
・全国高等学校ＰＴＡ連合会全国大会参加
・市立４校研修交流会参加
・福岡県公立高等学校ＰＴＡ連合会福岡地区役員研修会参加

担 当 課 教育委員会人権・同和教育課
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福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会に対して補助を行うことにより、福岡

市立高等学校ＰＴＡ連合会の効果的な活動の推進を図り、福岡市立高等学校の生徒の健全

育成とＰＴＡの生涯学習活動の充実に寄与することを目的とする。 

（補助対象事業） 

第２条 この要綱において、補助対象事業とは、福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会が実施する

次の各号に掲げる事業（以下、「補助事業」という。）をいう。 

（１）ＰＴＡ活動に関する研修・学習事業 

（２）ＰＴＡ活動に関する調査研究事業 

（３）ＰＴＡ活動の啓発・普及・奨励を目的とした広報事業 

（４）各種研究大会参加事業 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、次のとおりとする。 

（１）報償費 事業実施に必要な指導者への謝礼等 

（２）旅費 事業実施に必要な旅費等 

（３）印刷消耗品費 事業実施に要する印刷消耗品費 

（４）役務費 事業実施に要する通信運搬費、手数料及び保険料 

（５）使用料及び賃借料 事業実施に要する会場・用具等借り上げ料 

（６）負担金 事業実施に必要な参加者負担金等 

（７）研修費 事業実施に必要な研修費 

（８）会議費 事業実施に必要な会議費 

（補助金の交付申請） 

第４条 福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金

交付申請書に次の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）事業計画書 

（２）収支計画書 

（３）団体規約・役員名簿 

（４）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助事業の実施に伴う経費を上限とし、予算の範囲内で定める。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、第４条に規定する申請書の提出を受理したときは、その内容を審査し、補

助することが適当であると認めるときは、事業補助金交付決定通知書を福岡市立高等学校

ＰＴＡ連合会に通知するものとする。 
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（補助金の交付） 

第７条 市長は、福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会の請求に基づき、補助金を交付する。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付を受けた福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会は、補助事業が完了したとき

は、事業実績報告書に次の書類を添付して市長に報告しなければならない。 

（１）収支計算書 

（２）補助事業の経過または成果を証する書類 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、補助事業の実績報告を受けた場合において、その報告に係る補助事業の成

果が補助金の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補

助金の額を確定し、福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会に通知するものとする。 

（補助金の取消及び返還） 

第 10 条 市長は、補助金の交付を受けた福岡市立高等学校ＰＴＡ連合会が補助金の他の用途

への使用をし、その他補助事業に関して補助金の交付の内容またはこれに付した条件その

他法令等に基づく市長の処分または命令に違反したときは、交付決定の全部若しくは一部

を取消し、または既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（暴力団の排除） 

第 11 条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号。次項において「暴

排条例」という。）第６条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は、補助金の交付の申請をした者（第４項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金を交付し

ないものとする。 

（１） 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員

（２） 法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの

（３） 暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの

３ 市長は、補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又は補

助事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者の氏名（フリガナを付したもの）、生年月

日、性別等の個人情報の提供を求めることができる。 

（規則との関係） 

第 12条 補助金の交付については、この要綱に定めるもののほか、福岡市補助金交付規則（昭

和 44 年規則第 35 号）に定めるところによる。 

（その他） 

第 13条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、教育長が定める。 
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 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 17年 11月 22日から施行する。 

この要綱は、平成 26年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成 29年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（期 限） 

この要綱は、平成 33年３月 31日まで有効とする。 

 この要綱は、令和７年３月 31日をもって廃止する。なお、終期到来後の継続については、

その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判断する。 
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１   重点目標

２   事　　　業

(１)　役員会

期　　　日 内　　　容 開催場所

６月上旬 予算・決算、会長選出等 福翔高等学校

６月下旬 令和３年度予算要望の協議 福翔高等学校

７月下旬 令和３年度予算に関する市教委への要望 市教育委員会

(2)　大会参加・研修

期　　　日 内　　　容 開催場所

8月2日 福岡県公立高等学校ＰＴＡ指導者研修会 福岡リーセントホテル

８月25・26日 全国高等学校ＰＴＡ連合会全国大会 石川県

未定 市立４校研修交流会 福岡西陵高校

未定
福岡県公立高等学校ＰＴＡ連合会福岡地区
役員研修会

福岡リーセントホテル

福岡市立高等学校PTA連合会
令和４年度　　事業計画（案）

  生徒の健全育成を図るため、市立４高校の父母と教師の連携をより一層深めるとともに、研修
会の開催等、実践活動に努める。

九州地区高等学校ＰＴＡ連合会大会 長﨑県６月16・17日

福岡市立高等学校PTA連合会役員会諮

※令和４年６月役員会開催予定
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1　 収入の部                                                       
(単位：円）

４年度
（Ａ）

増減
(A)-(B)

1,171 549

100,000 100,000

181,600 △ 2,950  @50円 × 3,632 人

1 0

282,772 97,599

　　　　※ 令和４年５月１日現在の生徒数    （分担金）

内 訳  福　　　翔 　 949 人 47,450 円
 博多工業　 830 人 41,500 円
 福岡女子 905 人 45,250 円
 福岡西陵 948 人 47,400 円
　　 計　 3,632 人 181,600 円

２　支出の部
(単位：円）

４年度
（Ａ）

増減
(A)-(B)

5,772 772

2,000 0

25,000 0

250,000 170,000

0 △ 73,173

282,772 97,599

福岡市立高等学校PTA連合会

 令和４年度   予　算　書（案）

　

市立４校研修交流会
全Ｐ連大会派遣

役員会会議等

事務連絡用

事務用品等

 備      考

前年度からの繰越

 福岡市 

 預金利息

73,173

5,000

備     考

雑   収   入

３年度
（Ｂ）

622

0

184,550

計

３年度
（Ｂ）

1

分   担   金

185,173

通     信     費

予　　備　　費

80,000

費　   目

繰   越   金

市 補 助 金

研     修     費

印刷消耗品費

2,000

25,000

費　   目

計 185,173

会     議     費

福岡市立高等学校PTA連合会役員会諮問

※令和４年６月役員会開催予定
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補助金名 人権啓発地域推進事業補助金

団 体 名 人権啓発地域推進組織

団体の概要
同和問題など様々な人権問題の解決を目指し、「人権を尊重
し、人の多様性を認め合う」まちづくりが推進されるよう、人
権啓発・学習活動を行う、小学校区を単位とした住民組織。

会員数等
（概 数）

145組織

役員の構成 各校区の住民代表で構成

令和４年度予算額

(令和３年度予算額）

36,640千円

（36,640千円）

対象事業
・人権尊重に関する講演会、研修会、人権まつり、人権のつど
い等校区の実態に応じた事業の実施
・各組織で「人尊協だより」等を発行

補助の内容
１組織につき25万円を上限とした金額
ただし複数校区からなる組織については７万円を追加

担当課 教育委員会人権・同和教育課
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人権啓発地域推進事業補助金交付要綱 

１  目的 

様々な人権問題の解決を目指す学習・啓発活動を地域ぐるみで行う人権啓発地域推進組織に

対する補助金交付に関して必要な事項を定める。 

２  補助金の交付先等 

(１) 補助対象事業者は、小学校区または複数小学校区を単位とする「人権啓発地域推進組織」

とする。なお、人権啓発地域推進組織とは、単位内の自治会・町内会及び校区単位の各種団

体・機関等により構成され、各単位に一団体ずつ設置された組織をいう。

(２) 学校の統廃合に伴い、新たな小学校区となった地域においては、旧小学校区を単位とする

ことができる。

(３) 本補助金は公募制であり、交付対象者を本要綱に則り決定する。

３  補助対象経費 

補助金の交付対象となる経費は、人権啓発地域推進事業の実施に要する経費とし、その区分

及び内容等については、別表１に定めるところによる。 

４  交付金額 

１小学校区につき 25 万円（複数校区を単位とした組織については１小学校区増えるにつき

７万円を追加した額）を上限とした金額とする。 

５  交付要件 

(１) 本市人権教育・啓発基本計画の理念に則して運営がなされ、同和問題など様々な人権問題

の解決を目指した、地域ぐるみの学習・啓発その他必要な事業を行うこと。

(２) 規約、組織、事業計画等が整備され活動していること。

６ 交付申請の手続き 

人権啓発地域推進組織の長は、補助金交付申請書に必要な関係書類を添えて、区生涯学習推

進課を経て人権・同和教育課に提出しなければならない。 

（関係書類） 事業計画書・収支予算書、委員名簿、会則等 

７ 補助金の事業実績報告 

人権啓発地域推進組織の長は、当該年度の事業が完了した後、速やかに事業実績報告書に必

要な関係書類を添えて、区生涯学習推進課を経て人権・同和教育課に提出しなければならない。 

（関係書類） 事業報告書・収支決算書、意見書等 

８ 暴力団の排除 

（１） 市長は、補助金の交付の申請をした者（第３項において「申請者」という。）が次の各

号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他の規定に関わらず、補助金の交付を

しないものとする。

① 福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号。以下「暴排条例」という。）

第 2条第 2号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

② 暴排条例第2条第1号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者
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（２） 市長は、補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定   

    の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （３） 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、申請者又

は補助事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者の氏名（フリガナを付したもの）、

生年月日、性別等の個人情報の提出を求めることができる。 

 

９ 福岡市補助金交付規則 

この要綱で定めるもののほかは、福岡市補助金交付規則の定めるところによる。 

 

附則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成６年２月２１日から施行する。 

 この要綱は、平成１８年９月１３日から施行する。 

 この要綱は、平成２１年２月２日から施行する。 

この要綱は、平成２５年２月２０日から施行する。 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 附則 

 （期間） 

この要綱は、平成２９年３月３１日まで有効とする。 

   この要綱は、令和３年３月３１日まで有効とする。 

この要綱は、令和７年３月３１日まで有効とする。 

 
 

〔別表１〕 
人権啓発地域推進事業補助対象経費 

 

区分（科目） 内   容  

 
 会議・事務費 ○会議や事務に要する経費 

  ・事務用品代  ・案内用等の郵便切手、はがき代 
  ・会議に要する茶菓子代  など 

 
 
 研修活動費 

○人権啓発地域推進組織の役員・委員など指導者を対象とした研修に要する経費 
  ・講演会、研修会講師謝礼金  ・委員（指導者）研修講師謝礼金 
  ・研修会用の資料・材料代   ・大会（つどい、交流会）等参加旅費 
  ・人権教育研究大会等参加資料代  など 

 
 啓発・広報 
 活 動 費 

○広く校区民に啓発することを目的として行われる取組に要する経費 
  ・シンポジウム等謝金  ・看板、のぼり製作代 
  ・標語応募者記念品代  ・人尊協だより等作成代 
  ・イベントの際の機材、ビデオ等の借上代  など 

  
ー18ー



ー19ー



ー20ー



　　令和４年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

区 申請額(円) 交付決定額(円)

多々良校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

八田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

馬出校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

青葉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

城浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

名島校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎下原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

若宮校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

美和台校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

和白東校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

筥松校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎東校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

志賀公民館区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香住丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

千早西校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

箱崎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

千早校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西戸崎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

和白校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

三苫校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

松島校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

奈多校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

舞松原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

やすらぎのまち香陵 250,000 250,000

千代校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大浜 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

吉塚校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東吉塚校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

住吉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東光校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

堅粕校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

那珂南校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

那珂校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

美野島 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

席田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東住吉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

弥生校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東
　
区

博
　
多
　
区

組織名
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　　令和４年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

区 申請額(円) 交付決定額(円)組織名

月隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

板付北校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

冷泉地区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東月隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

250,000 250,000

博多校区奈良屋 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

三筑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

春住校区人権を学び考える会 250,000 250,000

人権を尊ぶ御供所の会 250,000 250,000

春吉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

警固校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

舞鶴 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

当仁校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

平尾校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

高宮校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大名 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

赤坂校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

小笹校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

笹丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

簀子 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

草ヶ江校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

福浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

南当仁校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

老司校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

鶴田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

野多目校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東若久校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

長住校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西長住校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

宮竹校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

塩原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

筑紫丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

高木校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

弥永校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

若久校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

花畑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大池校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

弥永西校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

三宅校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

博
　
多
　
区

中
　
央
　
区

南
　
区

心のかよう町　板付
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　　令和４年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

区 申請額(円) 交付決定額(円)組織名

長丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西花畑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東花畑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

日佐校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大楠校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西高宮校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

横手校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

柏原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

玉川校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

城南校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

堤丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

七隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

田島校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

堤地区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

片江校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

金山校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

鳥飼校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

長尾校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

南片江校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

別府校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

入部校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

脇山校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

早良校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

内野・曲渕校区 人権尊重推進協議会 320,000 320,000

飯倉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

野芥校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

賀茂校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

飯原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

田隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

有田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

原西校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

田村校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

有住校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

高取校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

250,000 250,000

西新校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

室見校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

南
　
区

城
　
南
　
区

人を大切にする原北の会

早
　
良
　
区
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　　令和４年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

区 申請額(円) 交付決定額(円)組織名

小田部校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

飯倉中央校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

四箇田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

百道校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

250,000 250,000

下山門校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

城原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西陵校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

内浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

北崎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

周船寺校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

姪浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

今津校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

愛宕校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

元岡校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

福重校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

玄洋校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

今宿校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

壱岐校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

壱岐東校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

いきみなみ 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

玄界校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

愛宕浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

能古校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

石丸校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

金武校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

姪北校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西都校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西

区

寄り集う友ときずなの百道浜の会

早

良

区
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　　令和３年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

区 交付決定額(円) 確定額(円）

多々良校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

八田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

馬出校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

青葉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

城浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

名島校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎下原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

若宮校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

美和台校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

和白東校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

筥松校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎東校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

志賀公民館区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香住丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

千早西校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

箱崎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

千早校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西戸崎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

和白校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

三苫校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

松島校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

奈多校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

舞松原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

香椎浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

やすらぎのまち香陵 250,000 250,000

千代校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大浜 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

吉塚校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東吉塚校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

住吉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東光校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

堅粕校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

那珂南校区 人権尊重推進協議会 250,000 109,445

那珂校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

美野島 人権尊重推進協議会 250,000 195,457

席田校区 人権尊重推進協議会 250,000 72,446

東住吉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

弥生校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東

区

博

多

区

組織名
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　　令和３年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

月隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

板付北校区 人権尊重推進協議会 250,000 237,541

冷泉地区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東月隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 246,764

250,000 250,000

博多校区奈良屋 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

三筑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

春住校区人権を学び考える会 250,000 250,000

人権を尊ぶ御供所の会 250,000 85,400

春吉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

警固校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

舞鶴 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

当仁校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

平尾校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

高宮校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大名 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

赤坂校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

小笹校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

笹丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

簀子 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

草ヶ江校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

福浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

南当仁校区 人権尊重推進協議会 250,000 241,289

老司校区 人権尊重推進協議会 250,000 84,350

鶴田校区 人権尊重推進協議会 250,000 27,559

野多目校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東若久校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

長住校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西長住校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

宮竹校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

塩原校区 人権尊重推進協議会 250,000 206,059

筑紫丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

高木校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

弥永校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

若久校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

花畑校区 人権尊重推進協議会 250,000 211,572

大池校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

弥永西校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

三宅校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

博

多

区

中

央

区

南

区

心のかよう町　板付
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　　令和３年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

長丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西花畑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

東花畑校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

日佐校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大楠校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西高宮校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

横手校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

柏原校区 人権尊重推進協議会 250,000 212,398

玉川校区 人権尊重推進協議会 250,000 172,465

城南校区 人権尊重推進協議会 250,000 145,963

堤丘校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

七隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

田島校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

堤地区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

片江校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

金山校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

鳥飼校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

長尾校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

南片江校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

別府校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

入部校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

脇山校区 人権尊重推進協議会 250,000 149,949

早良校区 人権尊重推進協議会 250,000 151,234

内野・曲渕校区 人権尊重推進協議会 320,000 320,000

飯倉校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

野芥校区 人権尊重推進協議会 250,000 222,970

賀茂校区 人権尊重推進協議会 250,000 237,009

飯原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

田隈校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

有田校区 人権尊重推進協議会 250,000 185,872

原西校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

田村校区 人権尊重推進協議会 250,000 210,157

有住校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

大原校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

高取校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

250,000 207,039

西新校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

室見校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

原校区 人権尊重推進協議会 250,000 226,218

南

区

城

南

区

早

良

区

人を大切にする原北の会
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　　令和３年度人権啓発地域推進事業補助事業者及び補助金交付一覧表

小田部校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

飯倉中央校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

四箇田校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

百道校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

250,000 250,000

下山門校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

城原校区 人権尊重推進協議会 250,000 230,833

西陵校区 人権尊重推進協議会 250,000 218,540

内浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

北崎校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

周船寺校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

姪浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

今津校区 人権尊重推進協議会 250,000 145,051

愛宕校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

元岡校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

福重校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

玄洋校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

今宿校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

壱岐校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

壱岐東校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

いきみなみ 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

玄界校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

愛宕浜校区 人権尊重推進協議会 250,000 115,992

能古校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

石丸校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

金武校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

姪北校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

西都校区 人権尊重推進協議会 250,000 250,000

寄り集う友ときずなの百道浜の会

早

良

区

西

区
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人権啓発地域推進事業に係る補助金申請・報告関係書類 

および活動状況について 

１ 補助金関係書類 

・申請関係書類（別紙参照）

○補助金交付申請書 ○事業計画書・収支予算書 ○収支計画書 ○会則

・報告関係書類（別紙参照）

○事業実績報告書 ○事業報告書・収支決算書 ○意見書

２ 活動状況（R2年度） 

①講演会，指導者研修、映画フォーラム等 

【東】29 回，1,072 人【博多】19 回，544 人【中央】23 回，685 人【南】31 回，947 人 
【城南】8，234 人  【早良】57 回，1,662 人【西】34 回，802 人 
全市計 201 回 5,946 人 

②地域別研修 

【東】無し 【博多】無し 【中央】無し 【南】1 回，25 人 
【城南】3 回，79 人 【早良】5 回，134 人 【西】11 回，297 人 
全市計 20 回 535 人 

③人権のつどい等集会 

【東】2 回，173 人【博多】1 回，129 人【中央】4 回，347 人【南】6 回，347 人 
【城南】無し【早良】5 回，388 人【西】3 回，229 人 
全市計 21 回 1,613 人

④人権学習参観，外部研修会参加 

【東】91 回，265 人【博多】53 回，150 人【中央】117 回，351 人【南】59 回，206 人 
【城南】21 回，77 人【早良】115 回，241 人【西】20 回，69 人 
全市計 476 回 1,359 人 

⑤広報活動（人尊協だより等，2回以上発行／組織数－未発行） 

【東】10/26-3 【博多】2/22-3  【中央】5/14 【南】14/25 
【城南】6/11  【早良】14/24-2 【西】8/23-2 
全市計 59/145-10 約 43.7％

※その他，標語・ポスター等の募集，人権カレンダーの製作，啓発看板・のぼり等の設置，

街頭キャンペーン等，地域の実情にあわせた活動が行われている。
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社会教育関係職員研修（基礎研修）の実施状況等 

１ 令和３年度実施状況 

1２月～１月で実施し、公民館長･主事等延べ 1４5 人が受講（別紙「研修だより」参照） 

回 日時・会場 テーマ 講師・助言者 受講数 

１ 

1２月 13 日（月） 
13：30～16：30 
健康づくりサポート
センター 講堂 

社会教育概論 
（講義、意見交換ほか） 

福岡大学人文学部 
教授 植上 一希 

36 人 

２ 

12 月 17 日（金） 
13：30～16：30 
健康づくりサポート
センター 講堂 

地域づくりと公民館 
（講義、意見交換ほか） 

九州大学大学院人間環境学 
研究院 教授 岡 幸江 

42 人 

３ 

1２月 23 日（木） 
13：30～16：30 
健康づくりサポート
センター 講堂 

事業の企画と実践 
（講義、意見交換ほか） 

中村学園大学教育学部 
准教授 圓入 智仁 

41 人 

４ 

1 月 31 日（月） 
13：30～16：30 
健康づくりサポート
センター 講堂 

社会教育の学習論 
（講義、意見交換ほか） 

福岡大学人文学部 
准教授 添田 祥史 

26 人 

   ※ ３密回避のため区役所職員は受講対象外 

２ 平成 29～令和３年度受講状況 

 

 

 

 

 

 

 

【受講者の感想】 

受講者の評価は高く、「公民館に関わっていることが嬉しくなった」「他区の公民館の取組

を聞けてとても良かった」「来年もまた受講したい」などの声が多かった。 

 

３ 令和４年度実施予定 

（１）実施時期：令和４年 12 月～令和５年 1 月（全４回） 

 ※新型コロナウイルス感染症の状況により変更の可能性あり。 

（２）研修会場：福岡市健康づくりサポートセンター（通称：あいれふ）講堂 

（３）研修内容：テーマを一部変更し基礎研修を４回実施（区職員も対象） 

（４）受講への勧誘：区地域支援課・生涯学習推進課から受講を促す。 

（５）今後の検討：実施成果等を踏まえ、講師と研修方針を協議する。 

 

 報告資料（１）  

年度 受講館数 延べ受講者数 

H29 79 館 341 人 

H30 64 館 273 人 

R 元 77 館 285 人 

R２ 46 館 115 人 

R３ 52 館 145 人 
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社会教育関係職員研修（基礎研修） 令和３年12月13日実施
【

発
行
】

福岡市教育委員会
生涯学習課

☎092-711-4655

○
生
涯
学
習
の
理
念
と
そ
の

背
景
を
わ
か
り
や
す
く
学
べ

ま
し
た
。
公
民
館
活
動
を
担

う
立
場
と
し
て
、
知
っ
て
お

く
べ
き
こ
と
、
学
べ
て
良

か
っ
た
こ
と
で
し
た
。

○
生
涯
学
習
を
む
つ
か
し
く

考
え
る
事
な
く
、
今
後
の
事

に
生
か
し
て
行
き
た
い
と
思

い
ま
し
た
。

○
子
ど
も
達
の
生
き
る
力
を

育
て
た
い
と
、
防
災
や
環
境

問
題
に
つ
い
て
学
ぶ
事
業
を

続
け
て
い
ま
す
。
本
日
の
講

座
を
受
講
し
て
、
こ
れ
か
ら

も
続
け
て
い
く
こ
と
が
必
要

と
感
じ
ま
し
た
。

○
公
民
館
と
し
て
自
信
も
っ

て
や
っ
て
い
こ
う
と
強
く
思

い
ま
し
た
が
、
こ
の
生
涯
学

習
の
機
会
が
公
民
館
に
あ
る

こ
と
を
ど
の
よ
う
に
し
た
ら

多
く
の
世
代
の
人
に
知
っ
て

も
ら
え
る
の
か
悩
み
ま
す
。

○
今
の
若
者
が
お
か
れ
て
い

る
状
況
の
厳
し
さ
を
改
め
て

感
じ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

高
齢
者
が
生
き
て
き
た
社
会

や
経
験
を
受
け
止
め
な
が
ら

も
他
の
世
代
が
か
か
え
る
問

題
や
課
題
解
決
と
な
る
生
涯

学
習
の
場
を
提
供
し
て
い
き

た
い
と
思
い
ま
し
た
。

◇

◇

◇

◇

ア
ン
ケ
ー
ト
へ
の
ご
協
力
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

福
岡
大
学
人
文
学
部

教
育
・
臨
床
心
理
学
科

教
授

植
上

一
希

先
生

ア
ン
ケ
ー
ト
よ
り

今
年
度
の
社
会
教
育
関
係
職
員

研
修
（
基
礎
研
修
）
第
１
回
を
、

十
二
月
十
三
日
（
月
）
に
健
康
づ

く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
「
あ
い

れ
ふ
」
に
お
い
て
開
催
し
ま
し
た
。

社会教育

新型コロナウイルス感染
防止のため、消毒・検温、

換気しながらマスクを着用
し、３密を避けた配席の中
で研修を行ないました。
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社会教育関係職員研修（基礎研修） 令和3年12月17日実施
【

発
行
】

福岡市教育委員会
生涯学習課

☎092-711-4655

○
ヒ
ン
ト
（
実
践
さ
れ
て
い

る
）
を
い
た
だ
く
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。
何
が
足
り
な
い

の
か
を
解
決
し
ま
し
た
。
広

く
大
海
を
感
じ
る
こ
と
が
で

き
る
研
修
で
す
。

○
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
事
例

発
表
は
具
体
性
が
あ
り
と
て

も
役
に
立
つ
。
明
日
か
ら
活

用
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

横
の
連
絡
、
情
報
共
有
で
や

る
気
が
出
た
ぞ
！

○
と
て
も
分
か
り
や
す
か
っ

た
し
楽
し
か
っ
た
で
す
。
公

民
館
に
関
わ
っ
て
い
る
こ
と

が
嬉
し
く
な
り
ま
し
た
。
公

民
館
を
利
用
す
る
人
が
居
心

地
よ
く
な
る
よ
う
創
意
工
夫

が
楽
し
め
そ
う
で
す
。

○
活
き
た
公
民
館
に
な
る
よ

う
に
、
今
日
の
お
話
を
参
考

に
事
業
等
に
取
り
く
ん
で
い

き
た
い
と
思
い
ま
し
た
。
目

標
を
か
か
げ
て
実
践
す
る
の

は
い
い
で
す
ね
。

○
公
民
館
運
営
に
対
し
て
の

意
味
づ
け
を
考
え
て
行
動
し

よ
う
と
思
っ
た
。
ば
く
ぜ
ん

と
「
み
ん
な
に
笑
顔
」
の
思
い

は
あ
っ
た
け
ど
、
こ
れ
か
ら

は
め
い
か
く
に
し
て
行
動
し

た
い
。
「
子
供
」
に
対
し
て
も
、

ま
た
新
た
な
考
え
方
が
で
き

る
き
っ
か
け
と
な
り
ま
し
た
。

◇

◇

◇

◇

ア
ン
ケ
ー
ト
へ
の
ご
協
力
あ

り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

～皆さんの事前アンケートより～

アイスブレイク

「”音楽喫茶”にのせたい

『私の一曲』とその理由」

を、近くの受講者同士で

話し合いましょう！

〔 コロナ禍下オンライン

ワークの知恵にならって〕

(^^♪

九
州
大
学
大
学
院

人
間
環
境
学
研
究
院

教
育
学
部
門
社
会
教
育
学

教
授

岡

幸
江

先
生

ア
ン
ケ
ー
ト
よ
り

第
２
回
の
社
会
教
育
関
係
職
員
研
修

（
基
礎
研
修
）
を
、
十
二
月
十
七
日
（
金
）

に
健
康
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
「
あ
い

れ
ふ
」
に
お
い
て
開
催
し
ま
し
た
。

研
修
に
先
立
ち
、
事
前
に
受
講
者
へ
の

ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、
そ
の
結
果
を
研

修
内
容
に
活
用
す
る
と
い
う
形
の
講
義
と

な
り
ま
し
た
。

そのための公民館的関与とは？
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社会教育関係職員研修
【

発
行

】

令和３年12月23日実施

☎092-711-4655

福岡市教育委員会
生涯学習課

中
村
学
園
大
学

教
育
学
部

准
教
授

圓
入

智
仁

先
生

社
会
教
育
関
係
職
員
研
修
（
基
礎
研
修
）

の
第
３
回
を
、
十
二
月
二
十
三
日
（
木
）
に

健
康
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
「
あ
い
れ

ふ
」
に
お
い
て
開
催
し
ま
し
た
。

○
と
て
も
聞
き
や
す
く
、
思
わ
ず

引
き
込
ま
れ
る
講
義
で
し
た
。
事

業
、
公
民
館
を
考
え
る
た
く
さ
ん

の
契
機
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

○
楽
し
い
内
容
、
わ
か
り
や
す
い

お
話
で
、
時
間
が
あ
っ
と
い
う
間

で
し
た
。
校
区
の
地
図
を
書
く
こ

と
で
改
め
て
振
り
返
り
が
出
来

ま
し
た
。
ま
た
来
年
度
も
受
講
し

た
い
で
す
。

○
居
場
所
つ
く
り
、
そ
う
い
う
公

民
館
に
な
る
よ
う
努
力
し
ま
す
。

あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
！

○
今
日
の
先
生
の
話
は
２
年
前

に
も
聴
い
て
、
そ
れ
が
と
て
も
参

考
に
な
り
ま
し
た
。
今
日
お
話
を

聴
き
、
無
意
識
の
う
ち
に
そ
の
時

に
言
わ
れ
た
こ
と
を
実
践
し
て

い
る
こ
と
に
気
づ
き
先
生
に
感

謝
で
す
。

○
公
民
館
事
業
を
行
う
に
あ

た
っ
て
、
視
野
が
広
が
り
ま
し
た
。

主
事
１
年
半
ぐ
ら
い
な
の
で
、
勝

手
に
公
民
館
で
は
「
ま
じ
め
な

事
」
を
し
な
け
れ
ば
と
思
っ
て
い

た
の
で
、
も
っ
と
自
由
に
考
え
て

み
よ
う
と
気
付
け
ま
し
た
。
本
当

に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

◇

◇

◇

◇

ア
ン
ケ
ー
ト
へ
の
ご
協
力
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

ア
ン
ケ
ー
ト
よ
り

今日の研修を始めるにあたっての疑問

地域住民の学習ニーズを把握する方法

皆さんの公民館の校区は、どんな地域？

地域住民は、どのような学習ニーズをもっている？

ターゲットを絞って考えよう

自館のイマイチ…事業!? 失敗学
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社会教育関係職員研修 令和4年1月31日実施
【

発
行

】

福岡市教育委員会
生涯学習課

☎092-711-4655

○
公
民
館
に
来
る
人
が
参
加
よ
り

参
画
型
に
な
る
こ
と
に
よ
り
、
よ

り
生
き
が
い
が
生
ま
れ
大
き
く
な

る
こ
と
を
再
認
識
し
ま
し
た
。
こ

の
よ
う
に
動
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

○
出
会
う
こ
と
、
発
見
す
る
こ
と
、

感
動
す
る
こ
と
、
語
り
合
う
こ
と
、

大
切
に
し
ま
す
。
他
の
公
民
館
の

エ
ピ
ソ
ー
ド
も
と
て
も
よ
か
っ
た

で
す
。

○
落
語
で
の
公
民
館
の
一
つ
の
物

語
を
観
て
、
共
感
し
た
り
感
動
し

た
り
し
て
、
と
て
も
わ
か
り
や
す

く
学
ぶ
こ
と
が
で
き
た
。

《
今
年
度
4
回
全
部
受
講
し
て
》

○
各
回
、
充
実
し
た
学
び
を
得
る

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
今
日
の
お

話
に
あ
っ
た
、
意
識
変
容
の
き
っ

か
け
と
な
っ
た
講
座
ば
か
り
で
し

た
。

○
知
識
か
ら
実
践
に
つ
な
げ
、
実

践
を
知
識
に
ま
と
め
て
い
た
だ
い

た
感
じ
が
し
ま
し
た
。
と
て
も
有

意
義
な
4
回
講
座
で
し
た
。

事前アンケート

「あなたの公民館で起きた『ドラマ』を

１つおしえてください。

日常のささやかだけど心あたたまるエ

ピソードをぜひ！」 (^^♪

令
和
３
年
度
社
会
教
育
関
係
職
員
研
修
（
基
礎
研
修
）

の
シ
リ
ー
ズ
最
後
と
な
る
第
4
回
を
、
一
月
三
十
一
日

（
月
）
に
健
康
づ
く
り
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
「
あ
い
れ
ふ
」
に

お
い
て
、
感
染
症
対
策
を
徹
底
し
開
催
し
ま
し
た
。

福岡大学人文学部

教育・臨床心理学科

准教授 添田祥史先生

アンケート より～

編
集
後
記

～

こ
の
研
修
が
ス
タ
ー
ト
し
て
、
お
陰
様
で
５
年

が
終
了
し
ま
し
た
。

コ
ロ
ナ
禍
の
今
後
は
不
確
実
で
す
が
、
変
化
に

対
応
し
、
令
和
４
年
度
も
研
修
内
容
を
リ
ニ
ュ
ー

ア
ル
し
て
実
施
予
定
で
す
。
皆
様
の
ご
参
加
を
、

ス
タ
ッ
フ
一
同
お
待
ち
し
て
い
ま
す
。
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報告資料（２） 

 

 

（２）令和４年度指定都市社会教育委員連絡協議会（開催予定） 

 

 

 

 

（１）日時 

  令和４年７月８日（金）午後２時から午後５時まで 

 

 （２）開催地・会場 

  福岡市 

エルガーラホール ７階中ホール（福岡市中央区天神一丁目４番地２号） 

 

（３）協議題等 

・各都市提案議題について 

・一般社団法人全国社会教育委員連合表彰者の推薦について 

 

（４）参加者 

  各指定都市社会教育委員（代表） 

    各指定都市社会教育主管課長 

 

 

【参加指定都市】 

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市、新潟市、

静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、 

広島市、北九州市、熊本市、福岡市 



福岡市社会教育委員会議 分科会の研究調査経過 

 

１ 福岡市社会教育委員会議の状況 

 

 

２ 令和３年度 分科会の開催状況 

 

第１回            令和３年11月25日（木） 18:30～20:30                           
① 生涯学習について考えるワークショップ 

② 今後の進め方について 

テーマである「福岡市における生涯学習のあり方」に向けて、目指す生涯学

習のイメージや福岡市の生涯学習の強みや弱みについて、ワークショップを

行った。 

第２回            令和３年12月６日（月） 13:00～15:00   

① ワークショップにおける議論の整理 

第１回分科会のワークショップで出た様々なキーワードや論点について、議

論の整理を行った。 

第３回            令和４年２月22日（火） 18:00～20:00   

①  提言 構成案の協議 

提言 構成案、市民アンケート調査、ヒアリングの実施について協議を行っ

た。 

  

報告資料（３－１）  

令和３年度第２回全体会議（10 月開催）にて、分科会を設置することとし、分

科会の委員構成及び研究調査テーマを下記のとおり決定した。 

  

・テーマ 「福岡市における生涯学習のあり方について」 

・委 員 社会教育関係者 萩尾 憲子 

家庭教育関係者 馬場 郁子 

学識経験者   圓入 智仁 

添田 祥史 

植上 一希 

・目 的 教育基本法の生涯学習の理念「国民一人一人が、自己の人格を磨き、

豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆ

る機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を

適切に生かすことのできる社会」をどのように実現するのか、福岡

市における生涯学習の方向性（ビジョン）について整理する。 



３ 令和４年度以降 スケジュール 

 

令和４年５月   社会教育委員会議全体会  

    ・分科会の経過報告 

令和４年７～８月  社会教育委員等ヒアリング 

令和４年９月   第４回 分科会 

令和４年11月   第５回 分科会 

令和４年12月   社会教育委員会議全体会  

  ・分科会の中間報告 

令和５年２月   第６回 分科会   

令和５年３月   第７回 分科会 

令和５年５月下旬  社会教育委員会議全体会 

      ・分科会から最終報告 

 

 

４ 全体スケジュール（想定） 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

   

   

10月 
全体会 

5月 
全体会 

12月 
全体会 

5月 
全体会 

 

分科会 分科会 

  
社会教育委員等ヒアリング 

 

9月 11月 
分科会 
２月 ３月 

７～８月 



 

 福岡市社会教育委員会議  分科会の研究調査 経過報告  

生涯学習の意義と課題 
令和４年５月 

 

当分科会では「福岡市における生涯学習のあり方について」をテーマとして、３回に
わたって会議を重ねてきました。会議の目的は教育基本法が示す生涯学習の理念を
実現するため、福岡市における生涯学習の方向性（ビジョン）を整理することです。 

これまでの検討の結果を報告します。まず、生涯学習について国際的な動向や国内
における位置づけ、さらには現代社会における意義について説明します。その後、福岡
市における生涯学習の課題を観点別に述べることにします。 

 

 

Ⅰ あらためて生涯学習の意義を考える 

１ 生涯学習というアイデアがもたらしたインパクト 

「学校教育だけが学びの場ではない。学校教育を受ける前も後も、私たちは学び続けている。だから、

人生の時間軸と活動の空間軸をイメージしながら、生涯にわたる学びを支える教育システムを整備して

いく必要がある。」1965 年、ユネスコで成人教育の部局長を務めていたポール・ラングランは、生涯学

習の大元になるアイデアをこのように提唱しました。 

生涯学習という考え方が登場したことで、わたしたちは学校教育、社会教育、家庭教育、文化活動、ス

ポーツ活動、レクリエーション活動、ボランティア活動や市民活動、企業内教育、そして、趣味など様々な

場や機会において行う学習など、社会における様々な教育や学習の存在に気づき、それらを結びつけて

考えることができるようになりました。 

 

２ 国際的な学習観の拡がりと深まり 

生涯学習という考え方は、その後も拡がり、深まります。学習観はより豊かに更新され続けるものであ

るという視点をもつことが重要です。ここでは、とくに大事なものを３つあげていますが、これら以外にも

「子どもの権利条約」（1989 年）、「障害者権利条約」（2006 年）などに示された子ども観や障害者

観をおさえておく必要があります。 

 

（１）Leaning to be 
1970 年代には、ユネスコは「Leaning to have から Leaning to be へ」を提唱します。富や地位

を所有するための手段としてのみ学習を捉えるのではなく、学習が人間としての存在や生き方を確かな

ものにしていく側面に意識を向けるよう促しました。その後、ユネスコは、次のような「学習の４本柱」を示

しました(『学習―秘められた宝』、1991 年)。 

・知ることを学ぶ（Learning to know） 
・為すことを学ぶ（Learning to do） 
・共に生きることを学ぶ（Learning to live together） 

報告資料（３－２）  



 

・ひととして生きることを学ぶ（Leaning to be）  
 

（２）リカレント教育 
1970 年代には、OECD（経済協力開発機構）が「リカレント教育」という概念を提起します。時代や

個人の置かれた状況の変化にあわせて、情報や知識や技能をアップデートするための教育や訓練とい

う意味合いです。 

 

（３）学習権宣言 
1980 年代になると、生涯学習政策を進めるにあたって、社会的な不利益層や弱い立場にたたされ

やすい人々という大事な観点が加わります。貧困の撲滅や格差是正のためにも、産業や農林漁業の発

展のためにも、ジェンダー平等を実現するためにも、平和を維持するためにも学習は必要です。学習は、

わたしたちを成り行き任せの客体から、歴史をつくる主体へと変えるのです（ユネスコ『学習権宣言』

1985 年）。 

 

３ 日本の教育政策における位置づけ 

わが国の教育の骨格を示す法律が教育基本法です。2006 年に全面改正された教育基本法には、

第３条に「生涯学習の理念」として「国民一人一人が，自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることができ

るよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果を適

切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならない。」と明記されています。 

第１条「教育の目的」、第２条「教育の目標」に続く第３条に「生涯学習の理念」が示されていること

から、これがわが国の教育全体の基本理念であると考えることができます。続く第４条には「教育の機会

均等」の原則が示されていることを併せると、生涯学習という観点にたった教育機会均等の実現がのぞ

まれていると理解できます。 

 

４ 現代社会における生涯学習の意義 

生涯学習という概念の中核には、既存の学習観を広げていく・組み替えていくことがあります。こうした

生涯学習の考え方は、現代社会における学びのあり方を考えていく際にも、大きく役立ちます。いくつか

の特徴に焦点をあてて見ていきましょう。 

 

（１）社会構造の変化への対応 
産業構造の変化や社会技術の発展により、個人や組織に対して、知識や技能のたえまない刷新が求

められるようになっています。それは、青年期までの学校教育では対応できるものではありません。学校

教育をこえて、個人や組織は、それぞれの必要性に応じた学習を更新し続けており、そうした学習の実態

や意義を捉え、支援していくことが必要です。 

 

（２）高度な情報化と多様化への対応 
情報技術の発達によって、現代社会に流れる情報の量と速度は急速に増しています。その結果、人々

の学びのあり方も大きく変化し、インターネットなどを通じた知識の獲得、他者との交流などが、大きな割



 

合を占めるようになっています。コロナ禍のなかで、社会のオンライン化がますます進むなか、学びの情

報化・オンライン化の実態や意義、問題などを捉えていく必要があります。 

一方で、情報化の進展は、社会における価値観や行動の多様化も促進させています。生涯学習の観

点からは、こうした多様化する価値観や行動を学習の観点から支援していくと同時に、多様化のなかで

生じる摩擦や対立をうめていくための、他者理解やコミュニケーション構築という学習も課題としてとらえ

ていく必要があります。 

 

（３）社会的縁辺化や孤立化への対応 
こうした社会の急速な変化のなかで、社会から取り残されていく人や、孤立感を深める人も増加して

います。そうしたなか、人々の居場所を学習活動を契機としてつくりだす活動や、コミュニティを維持・再

生していく社会教育活動・地域づくり活動なども、現代的な学習活動として重要性を増しています。 

 

上記にあげた以外にも、現代社会には多くの学習課題が生じています。そうした新たな学習課題に対

応するためにも、生涯学習の考え方で学びを捉えていくことが重要です。 

 

Ⅱ 福岡市における生涯学習の課題 

１ 学習者の自己認識と情報提供 

趣味など知的好奇心を満たす学習、学校教育、生活するために必要な学習、自己内省や地域活動の

ための学習などをしている人たちの、それぞれが「生涯学習」をしているという意識を持てるようにします。

学習していることの自覚と、その成果の実感が次の学習意欲につながるはずです。 

また、学びたいと思っている人たちへの情報提供手段の確保と、はじめの一歩を踏み出すことの支援

を検討します。例えば、資格や学位の取得、教養や趣味、ボランティア活動、地域活動、読み・書き・計算

などの基礎的な学び、職業訓練などです。その一環として、公共施設や事業所を含めたあらゆる場所で、

様々な学習機会に関する情報を提供できるようにします。 

 

２ 学校教育における「学びの楽しさ」の経験 

幼稚園を含めた学校教育は学びの基礎であることを念頭に、生涯にわたって学び続ける意欲を持て

るような学校教育を展開します。子どもたちが「学びの楽しさ」を実感できるようにしますし、そのために、

教師自身も授業そのものを楽しみます。さらに子どもたちには、自分が学び、動くことで自分や学校、社

会が変わることの体験を提供します。 

  

３ 教育施設と教職員の活性化  

学校、公民館、図書館、博物館（動物園や科学館などを含む）には、利用者に関する固定的な想定を

乗り越えて、どの年齢層であっても「ちょっと行ってみよう」と思ってもらえる施設になることを目指します。

そのために、これらの施設を含めて学校教育や社会教育に携わる職員の支援体制を充実します。そこに

は、人材育成、実践の伝承、モチベーションの維持と高揚を含めます。 



 

 

４ 多彩な市民活動・NPO 活動の展開と支援 

市内で活動している様々な市民活動や NPO 活動における学習の支援と、人や事業のつながりを支

援します。そのことにより、活動を通した学びと、学びのさらなる活用という相乗効果を期待できます。 

 

５ 福岡らしさの利活用 

福岡の特長である自然（山、川、海）の豊かさ、空港の利便性、サービス産業中心、大学や専門学校

の多さ、人口の多さ、若者などが集まる地の利を活かした学習活動や、市民活動が展開できるように支

援します。 
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